
表表－－６６    液液状状化化判判定定手手法法一一覧覧表表  

指指針針・・基基準準名名  
液液状状化化判判定定のの対対  

象象ととすすべべきき土土層層  
液液状状化化のの判判定定方方法法  液液    状状    化化    強強    度度    のの    求求    めめ    方方  地地    震震    外外    力力    のの    求求    めめ    方方  構構  造造  物物  へへ  のの  影影  響響  のの  評評  価価  

 

下下水水道道施施設設のの耐耐震震対対

策策指指針針とと解解説説  

 

日日本本下下水水道道協協会会  

22001144  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 以下の３３つつの条

件にすべて該当す

る沖積層の飽和砂

質土層は、液状化

の判定を行わなけ

ればならない。 
 
①地下水位が地

表面から10ｍ以内

にあり、かつ地表

面から20ｍ以内の

深さに存在する飽

和土層 
 
②細粒分含有率

FCが35％以下の

土層またはFCが

35％を超えても塑

性指数IP が15以下

の土層 
 
③50％粒径Ｄ50が

10㎜以下で、かつ

10％粒径Ｄ10が１

㎜以下である土層 
 

  
液状化に対する抵抗

率ＦＬを求め、この値が
1.0以下の土層につい
ては液状化の可能性
があるものとする。 

 

 
 

ここに、 

Ｒ：動的せん断強度比 

Ｌ：地震時せん断応力比 

 

 

 
動的せん断強度比Ｒは次式によって求める。 

 

      
  

  

表表－－１１  ＣＣＷＷ：：地地震震時時特特性性にによよるる補補正正係係数数  

 

 

 

 

 

 

 

 

繰返し三軸強度比ＲＬは次式で算出する。 

 

 

 

 

 
 

ここに、 

Ｎa：粒度の影響を考慮した補正Ｎ値 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   

   

                                                   
  ここに、 

     Ｎ：測定Ｎ値 

Ｎ1：有効上載圧100kN/m2相当に換算したＮ値 

FC：細粒分含有率(%) 

D50：平均粒径（㎜） 

σ'vb：有効上載圧（kN/m2） 

   c1,c2：細粒分含有率によるＮ値の補正係数 

地震外力Ｌは次式によって求める。 

 

   
ここに、 

  ｒｄ：地震時せん断応力比の深さ方向の低減係数

（=1.0-0.015x） 

 ＫhgL：液状化判定用設計震度 

 σv   ：計算深度の全上載圧（kN/m2） 

 σ'v  ：計算深度の有効上載圧（kN/m2） 

   x ：計算深度(m) 

 液状化判定用の設計水平震度KhgLは、「道路橋示方

書」に準拠する。すなわち、 
   

 

 

ここに、 

   ＣZ：地域毎に地震動レベルやタイプに応じて0.7～1.2の

範囲で設定 

  ＫhgL0：液状化判定用標準設計水平震度（表－1） 

  

 
 

 

 

 

 
（（１１））土土質質定定数数のの低低減減  

液状化すると判定された砂質土層は、液状化に対する抵抗率ＦＬ及び動的

せん断強度比Ｒの値に対して土質定数（横方向地盤反力係数Kh及び最大周

面摩擦力度）を表-1のように低減して用いる。 
表表－－１１  土土質質定定数数のの低低減減係係数数  ＤＤＥＥ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（（２２））ママンンホホーールルのの浮浮上上判判定定式式  

 マンホールの浮上判定を行う場合、埋戻し土の液状化判定が基本となる。

埋戻し土や周辺地盤が液状化する場合、マンホールの浮上判定に対する安

全率ＦＳは次式によって求める。（図-1） 

 

 
 

ここに、 

  Ｕｓ：マンホール底部に働く静水圧による揚圧力(kN) 

  Ｕｄ：マンホールの底部に働く過剰間隙水圧による揚圧力(kN) 

  Ｗ：マンホール底部に働く鉛直荷重(kN) 

  Ｑ：マンホールの側壁に働く摩擦力(kN)（液状化地盤では原則として考慮しない） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図図－－１１  液液状状化化時時のの重重量量ババラランンスス  

（（３３））側側方方流流動動にによよるる地地盤盤ひひずずみみ  

液状化による護岸の側方流動による地盤の永久 

ひずみは次のように設定する。 

 

表表－－２２  設設計計にに用用いいるる地地盤盤のの永永久久ひひずずみみ 

 

 

 

  

  

  

（（４４））地地盤盤沈沈下下  

液状化による地盤沈下量（目安）を次式で推定 

する。(図-2) 

 
 

ここに、 

ＨFＬ：液状化層厚(m)  

η：沈下率（=0.05）            

  

 

砂砂質質土土のの場場合合  

れれきき質質土土のの場場合合  
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Ｒ≦0.3 0.3＜Ｒ

0≦X≦10 0 1/6

10＜X≦20 1/3 1/3

0≦X≦10 1/3 2/3

10＜X≦20 2/3 2/3

0≦X≦10 2/3 1

10＜X≦20 1 1

1/3＜ＦＬ≦2/3

2/3＜ＦＬ≦1

地盤面からの
深度X(m)

動的せん断強度比Ｒ
ＦＬの範囲

ＦＬ≦1/3

図図－－２２  液液状状化化層層厚厚とと実実測測沈沈下下量量のの関関係係   

永久ひずみ
（引張り）

護岸近傍 100m以内 1.50%

護岸背後 100m以上 1.20%

人工改変地
（非液状化）

地表面勾配
5％以上

1.30%

護岸からの距離(m)

表表－－１１  液液状状化化判判定定用用標標準準設設計計震震度度 

レベル1地震動および
レベル2タイプⅠ地震動

レベル2タイプⅡ地震動

 1.0              (RL≦0.1)

 3 .3RL+0.67    (0 .1<RL≦0.4)

 2 .0              (0 .4<RL)

1 .0


